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1 緒言

相変態による変態ひずみや格子ミスフィットが生じる
と, 組織内部に応力場が生じる. 材料内部の組織形態は,
このような応力場に大きく特徴づけられるため, 相変態
による組織形成過程を精度良く予測するためには, 相変
態に伴う応力場や弾性ひずみエネルギーの変化を正確に
評価しなければならない. 鉄鋼材料におけるマルテンサ
イト (α′)変態では, Bainの格子変形に起因して弾塑性変
形が生じ, 応力場を緩和する過程で様々な α′ 組織が形成
される (1). これまでに著者らは, α′ 変態における組織形
成過程ならびにそれに伴う弾塑性変形を表現可能な弾塑
性 Phase-Field(PF)モデルを構築し, α′ 変態中の塑性変
形が α′組織形態に及ぼす影響を明らかにした (2). しかし
ながら, 前報の弾塑性 PFモデルは, 加工硬化挙動を表現
することができなかった. そこで本研究では, α′変態など
の相変態における組織形成過程と加工硬化を生じる弾塑
性変形を表現可能な PFモデルを構築する. 本稿では, 新
たに構築した弾塑性 PFモデルを用いて, 硬質相と軟質相
からなる 2相材料の引張り変形解析を行い, 加工硬化を生
じる弾塑性変形挙動を評価する.

2 弾塑性 Phase-Fieldモデル

2相材料の引張り変形解析に用いる,弾塑性PFモデルを
説明する. 本研究では, 硬質相および軟質相ともに弾塑性
体であり, 両相の弾性変形および弾塑性変形における応力
速度 σ̇ij は, それぞれHookeの法則および Prandtl-Reuss
の式により次式で表されるものとする.

σ̇ij = De
ijklε̇

c
kl for elastic deformation (1)

σ̇ij = Dp
ijklε̇

c
kl for elastoplastic deformation (2)

ここで, De
ijkl は弾性係数マトリクスであり, Dp

ijkl は
Dp

ijkl = De
ijkl − ∆Dijkl の関係で記述されるものとする.

また, ε̇c
ij は全ひずみ速度であり, 均一ひずみ速度 ˙̄εc

ij およ
び変動ひずみ速度 δε̇c

ij の和で表される
(3). ここで, 塑性

変形領域を弾性変形領域よりも∆Dijklだけ弾性係数の異
なる介在物とみなし, Eshelbyの等価介在物理論 (4) を適
用すると, 式 (2)で表される応力速度は弾性変形領域と同
じ弾性係数マトリクス De

ijkl を用いて評価することがで
き, 固有ひずみ速度 ε̇0ij を用いて, 次式で表される.

σ̇ij = De
ijkl

(
˙̄εc
kl + δε̇c

kl − ε̇0kl

)
(3)

ここで, 均一ひずみ速度 ˙̄εc
ij は境界条件から, 変動ひずみ

速度 δε̇c
ij は平衡方程式をフーリエ変換 (FT)を用いて解

くことにより, それぞれ次式で与えられる.

˙̄εc
ij = ˙̄ε0ij − ε̇a

ij (4)

δε̇c
ij =

1
(2π)3

∫
k

(njΩmi + niΩmj)
2

nn
˙̂σ
0

mne−ik·xdk (5)

ここで, ˙̄ε0ij は固有ひずみ速度の空間平均値, ε̇a
ij は付加ひ

ずみ速度, niは逆空間の単位法線ベクトル, Ωij はグリー

ン関数テンソル, ˙̂σ
0

ij は σ̇0
ij = De

ijklε̇
0
kl の FTである.

また, 式 (3)中の固有ひずみ速度 ε̇0ij は次式の時間依存
型のGinzburg-Landau方程式を用いて求めることができ
る (5).

∂ε0ij
∂t

= −Lijkl
δGel

δε̇0kl

(6)

ここで, Lijklは正の定数Lを用いて, Lijkl = Lδijδklで表
す. また, Gel は弾性ひずみエネルギーであり, ∆Sijkl =
∆D−1

ijkl を用いて, 次式で表される (6).

Gel =
1
2

∫
V

De
ijkl(ε

c
kl − ε0kl)(ε

c
ij − ε0ij)

+
1
2

∫
V

(De
ijmn∆SmnpqD

e
pqkl − De

ijkl)ε
0
klε

0
ij (7)

そして, 弾塑性変形領域における塑性ひずみの発展は,
式 (3)∼式 (7)により得られる応力速度 σ̇ij を用いて, 次
式で表現する.

ε̇p
ij =

9σ′
klσ̇kl

2σ̄2H ′ σ′
ij (8)

ここで, σ̄, σ′
ij , H ′は, それぞれ相当応力, 偏差応力および

塑性の接線係数である. ただし, 式 (6)と式 (8)はMises
の降伏条件 Fy = σ̄ − σy ≥ 0を満たした領域のみで解く.

3 解析モデル

図 1に 2相材料の引張り変形解析に用いる解析モデル
を示す. 解析領域は, 一辺 L0 = 30 µmの正方形領域であ
り, 64×64の規則格子で分割する. 本研究では母相が軟質
相で第二相が硬質相であるモデル 1と, 母相が硬質相で
第二相が軟質相であるモデル 2を考え, 両モデルともに
解析領域の中央に直径 d = 9.4 µmの円形の第二相を配
置する. そして, 付加ひずみ速度 ε̇a

22 = 10−3/sの引張り
変形を与える. また, 2次元平面ひずみ状態を仮定し, 全
方向周期境界条件のもと, 式 (6)の時間発展方程式を差分
法を用いて数値解析する.
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Fig. 1 Computational models.

両相の弾性係数は等しく, C11 = 140.4, C44 = 56.4, C12

= 84.0 GPaを用い, 弾塑性変形における各単相の応力-ひ
ずみ関係は, 次式で与える.

σ = σy

(
ε

εy

) 1
n

(9)

ここで, 1/nは加工硬化指数であり, 軟質相と硬質相でそ
れぞれ n = 8, 12, 降伏応力 σyは硬質相で 130 MPa, 軟質
相で 100 MPaとする. さらに, 式 (2)のDp

ijklはPrandtl-
Reussの式より与えられるが, 本研究ではDe

ijklにおける
ヤング率 E およびポアソン比 ν を, 次式の相当ヤング率
E′ と相当ポアソン比 ν′ に置き換えたもので近似表現し
た (7). これより, ∆Dijklの各成分はH ′のみで表される.

E′ =
E

1 + E
H′

(10)

ν′ =
ν + E

2H′

1 + E
H′

(11)

4 解析結果および考察

図 2(a), (b)に, それぞれモデル 1とモデル 2における
第二相近傍のA点および第二相内部の B点の相当応力 σ̄

- ひずみ εc
22 曲線を示す. 両モデルにおいて, 硬質相より

も軟質相で先に塑性変形が生じ, 加工硬化していることが
わかる. 図 2の (1)∼(3)で示す応力-ひずみ状態における,
材料内部の応力 σyy および相当塑性ひずみ ε̄p分布を図 3
と図 4に示す. 図 3に示すように, 母相が軟質なモデル 1
では, 第二相近傍の母相において塑性ひずみが集中し, 母
相全体で大きく塑性変形が進行してから, 硬質第二相で塑
性変形が開始している. これに対し, 図 4からもわかるよ
うに, 軟質相を第二相とするモデル 2では, 軟質第二相で
大きな塑性ひずみが生じた後, 応力集中が生じいている軟
質相周囲の硬質相において塑性変形が進行していること
がわかる.
以上の結果より, 本研究で新たに構築した弾塑性PFモ

デルを用いて, 加工硬化が生じる弾塑性変形を評価可能で
あることが示された. なお, 本稿では弾塑性変形解析のみ
を行い, 相変態による組織発展は解析しなかった. しかし
ながら, 前報 (2)の α′変態の PFモデルに, 本モデルで用
いた弾性ひずみエネルギー評価法を導入することにより,
α′変態に伴う塑性変形および加工硬化挙動を解析可能で
あると考えられる.
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Fig. 2 Stress - strain curves at point A and B for (a)
Model 1 and (b) Model 2.
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Fig. 3 Distribution of stress σyy and equivalent plas-
tic strain ε̄p in Model 1.
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Fig. 4 Distribution of stress σyy and equivalent plas-
tic strain ε̄p in Model 2.
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